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地方独立行政法人長崎市立病院機構役員報酬等規程 

平成２４年４月１日 

規程第３号 

 （目的） 

第１条 この規程は、地方独立行政法人長崎市立病院機構の理事長、副理事長、理事

及び監事（以下「役員」という。）の報酬、退職手当及び旅費に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （役員の報酬） 

第２条 役員の報酬は、常勤の役員については給料、地域手当、通勤手当及び業績手

当とし、非常勤の役員については非常勤役員報酬とする。 

２ 役員が職員（地方独立行政法人長崎市立病院機構職員給与規程（平成２４年地方

独立行政法人長崎市立病院機構規程第３３号。以下「職員給与規程」という。）又は

地方独立行政法人長崎市立病院機構非常勤職員給与規程（平成２４年地方独立行政

法人長崎市立病院機構規程第４８号）の適用を受ける職員をいう。以下同じ。）を兼

ねる場合は、職員としての給与は支給しない。 

３ 役員が次の各号に掲げる職を兼務する場合は、それぞれ当該各号に定める額を第

３条第１項各号に定める額に加算する。 

 ⑴ 院長 ２００，０００円 

 ⑵ 副院長 １５０，０００円 

 （給料） 

第３条 常勤の役員のうち医師である者に支給する給料の額は、次の各号に掲げる役

員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 理事長 月額７８０，０００円 

 ⑵ 副理事長 月額７０２，０００円 

 ⑶ 理事 月額６６３，０００円 
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２ 常勤の役員のうち前項に掲げる者以外のものに支給する給料の額は、次の各号に

掲げる役員の区分に応じて、当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 理事長 月額６８３，０００円 

 ⑵ 副理事長 月額６１５，０００円 

 ⑶ 理事 月額５８１，０００円 

 （地域手当） 

第４条 前条第１項に規定する常勤の役員に支給する地域手当の月額は、同項各号の

規定によるその者の給料月額に、１００分の１５を乗じて得た額とする。 

２ 前条第２項に規定する常勤の役員に支給する地域手当の月額は、同項各号の規定

によるその者の給料月額に、１００分の３を乗じて得た額とする。 

（通勤手当） 

第５条 通勤手当の支給については、職員給与規程の適用を受ける職員の例による。 

 （業績手当） 

第６条 業績手当は、６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する常勤の役員に対して支給する。これらの基準日前１か月以内に

退職（任期満了を含む。以下同じ。）し、又は死亡した者についても、同様とする。 

２ 業績手当の額は、業績手当基礎額に、６月に支給する場合においては１００分の

１８７．５を乗じて得た額、１２月に支給する場合においては１００分の２０２．

５を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間の次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 ⑴ ６か月 １００分の１００ 

 ⑵ ５か月以上６か月未満 １００分の８０ 

 ⑶ ３か月以上５か月未満 １００分の６０ 

 ⑷ ３か月未満 １００分の３０ 

３ 前項の業績手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、又は死亡した者に

あっては、退職し、又は死亡した日現在）において受けるべき給料の月額及びこれ
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に対する地域手当の月額の合計額に、その合計額に１００分の２０を乗じて得た額

を加算した額とする。 

４ 理事長は、第２項の規定による業績手当の額について、長崎市長が行う業績の評

価結果及び常勤の役員としての業務に対する貢献度等（以下「業績評価の結果等」

という。）を総合的に勘案し、同項の規定による業績手当の額に１００分の２０を

乗じて得た額の範囲内で、これを増額し、又は減額することができるものとする。 

５ 前項の規定による業績手当の増額又は減額は、業績評価の結果等を受けて、翌年

度の業績手当について行うものとする。 

 （非常勤役員報酬） 

第７条 非常勤役員報酬の額は、次の各号に掲げる役員の区分に応じて、当該各号に

定める額とする。 

 ⑴ 副理事長 月額１００，０００円 

 ⑵ 理事及び監事 月額６０，０００円 

２ 前項の規定にかかわらず、非常勤役員が特命事項等を処理するため定まった勤務

を要するときは、常勤役員給料日割り（４０％を限度とする）相当の額とすること

ができる。 

 （役員の退職手当） 

第８条 常勤の役員が退職（任期満了又は死亡の場合を含む。）したときは、退職手当

を支給する。ただし、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１７条

第２項第２号又は同条第３項の規定により解任されたときは、当該役員には退職手

当を支給しない。 

２ 退職手当の額は、退職又は死亡した日の給料月額に在職期間の月数及び１００分

の２６を乗じて得た額とする。 

３ 在職期間の月数の計算は、常勤の役員となった日の属する月（月の中途で就任し

た場合は翌月）から、退職した日の属する月までの引き続いた在職期間の月数によ

る。 
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第９条 削除 

 （旅費） 

第１０条 役員が職務のため旅行したときは、旅費を支給する。 

 （雑則） 

第１１条 この規程に定めるものを除くほか、役員に対する報酬並びに退職手当の支

給、口座振替及び控除に関し必要な事項については、職員の例によるものとする。

この場合において、第６条に規定する業績手当は、職員給与規程第２５条に規定す

る期末手当とみなす。 

   附 則 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２５日規程第１６号） 

 この規程は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成２６年９月１１日規程第４３号） 

 この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日規程第２１号） 

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２２日規程第６号） 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 


